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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載していない。 

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

３ 当社は関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載していない。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

６ 平成16年１月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用している。 

  

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月

売上高 (千円) 4,807,417 4,546,642 4,512,014 4,604,538 4,366,779

経常利益 (千円) 156,756 179,117 210,733 340,123 278,659

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △62,502 68,594 110,390 153,964 11,111

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 564,200 564,200 564,200 564,200 564,200

発行済株式総数 (千株) 28,210 28,210 28,210 28,210 28,210

純資産額 (千円) 1,714,529 1,689,401 1,730,887 1,817,074 1,771,247

総資産額 (千円) 7,747,140 7,493,441 8,321,953 7,803,498 7,677,348

１株当たり純資産額 (円) 60.81 60.12 61.56 64.69 63.19

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

2.00 

(―) 

2.00

(―) 

2.00

(―) 

2.00 

(―) 

2.00

(―) 

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) △2.22 2.44 3.82 5.38 0.40

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 22.1 22.5 20.8 23.3 23.1

自己資本利益率 (％) ― 4.0 6.5 8.7 0.6

株価収益率 (倍) ― 142.2 90.1 66.5 1,010.0

配当性向 (％) ― 82.1 52.3 37.2 500.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 760,842 518,358 666,774 553,629 448,464

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △438,789 △310,035 △1,608,251 △60,103 △440,108

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △715,240 △391,345 927,394 △432,971 △187,961

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 624,354 441,331 427,249 487,804 308,199

従業員数 
(ほか、臨時従業員数) 

(人) 
60 
(―) 

58
(―) 

58
(―) 

51 
(17) 

49
(12) 



２ 【沿革】 

当社は、昭和12年５月に大阪鉄道株式会社社長佐竹三吾氏、阪神急行電鉄株式会社小林一三氏等の発起によって資

本金1,000千円をもって株式会社大鉄映画劇場として発足し、昭和19年６月に社名を株式会社近畿映画劇場に変更し、

映画興行を中心に事業を進め、昭和30年代には食堂、喫茶店の経営等飲食業へも進出し、昭和47年には近映アポロビ

ル(現きんえいアポロビル)を開業して不動産賃貸部門を拡充するなど経営の多角化を図ってきた。さらに、平成10年

12月にはアポロビル西隣に大阪市の阿倍野地区市街地再開発事業により建設された複合多機能ビル「あべのルシア

ス」の賃貸・運営管理業務を開始するとともに、同ビルに６スクリーンを新設、アポロビルの既設２スクリーンと合

わせて１フロア８スクリーンで構成される都心では初のシネマコンプレックス「アポロシネマ８」をオープンした。

なお、同時に商号を「株式会社きんえい」に変更した。 

  

  

昭和12年５月 株式会社大鉄映画劇場設立 資本金 1,000千円 

昭和19年６月 商号を株式会社近畿映画劇場に変更 

昭和24年５月 株式を大阪証券取引所(のち、昭和38年10月市場第二部に指定替)に上場 

昭和29年11月 近映会館開業(近鉄あべの橋ターミナルビル建設に伴い会館内劇場２館……昭和

56年６月廃業、食堂、喫茶店等６店……昭和57年１月廃業) 

昭和42年11月 阿倍野共同ビル地階に「あべの文化劇場」の営業を開始(平成10年１月廃業) 

昭和43年12月 新名画ビル地階に「あべの名画座」(平成11年７月「アポロシネマ８プラス１」

に名称変更)の営業を開始 

昭和45年８月 近映興業株式会社を合併 

昭和47年７月 近映アポロビル(現きんえいアポロビル)開業[地下４階地上12階建、直営劇場、

遊戯場、食堂、喫茶店、駐車場のほか賃貸店舗収容] 

昭和52年８月 食堂、喫茶部門の営業を近映産業株式会社(子会社)に委託(昭和63年７月営業委

託解除、同年10月同社解散) 

昭和60年４月 近畿日本鉄道株式会社より「天王寺ステーションシネマ」の営業譲受(平成13年 

３月廃業) 

昭和63年10月 食堂、喫茶部門の営業管理に関する事務及び販売業務をキンエイサービス株式

会社(子会社、現株式会社アポロサービス)に委嘱(平成18年１月営業委嘱解除、

同年１月同社解散) 

平成10年12月 商号を「株式会社きんえい」(現社名)に変更 

「アポロシネマ８」(あべのルシアス４階に６スクリーン、アポロビルに２スク

リーンの計８スクリーン)開業 

複合多機能ビル「あべのルシアス」の賃貸・運営管理業務開始 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、親会社及び子会社１社で構成され、映画劇場、賃貸ビルディング及び駐車場等並びに娯楽

場等の経営を行っている。 

当該事業に係る会社の位置づけを事業系統図に示すと次のとおりである。 

なお、当社の子会社である株式会社アポロサービスは、平成18年１月31日に解散の決議を行い、現在清算手続き中

である。 

  

 
  

また、当社が経営する各部門の事業内容は次のとおりである。 

  

(1) 劇場部門 

劇場部門では、映画館８スクリーンで構成されるシネマコンプレックス１館を含む映画館２館の経営を行ってい

る。 

内容は次のとおりである。 
  

  

(2) ビル賃貸部門 

ビル賃貸部門では、大阪市阿倍野区所在のきんえいアポロビル及び新名画ビルをテナントビルとし、付帯するき

んえいアポロ駐車場、アポロホール等の経営を行うとともに、大阪市の再開発ビル「あべのルシアス」の賃貸・運

営管理業務を行っている。 

  

(3) 娯楽場等部門 

娯楽場等部門では、ゲームセンター３店、カラオケ１店及び宝くじ売場１店の経営を行っている。 

内容は次のとおりである。 
  

(注) アポロカラオケシアターは、平成18年１月31日限りで営業を廃止した。 

  

事業所名 所有又は賃借の別 所在地 備考 

アポロシネマ８ 所有及び賃借 大阪市阿倍野区 邦・洋画封切 

アポロシネマ８プラス１ 所有 大阪市阿倍野区 邦・洋画封切 

事業所名 所有又は賃借の別 所在地 備考 

アポロ３階ゲームセンター 所有 大阪市阿倍野区   

アポロ４階ゲームセンター 所有 大阪市阿倍野区   

あべのルシアス４階ゲームセンター 所有 大阪市阿倍野区   

アポロカラオケシアター 所有 大阪市阿倍野区   

近鉄阿部野橋駅構内宝くじ売場 賃借 大阪市阿倍野区   



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 近畿日本鉄道株式会社は、有価証券報告書の提出会社である。 

２ 議決権の被所有割合には、退職給付信託口を含んでおり、また( )内は、間接所有で内数である。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時従業員数は( )内に外

数で記載している。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合の組合員は28名である。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。 

名称 住所 
資本金 
(千円) 

主要な
事業の内容 

議決権の
被所有割合 
(％) 

関係内容 

(親会社) 

近畿日本鉄道株式会社 

大阪市 

天王寺区 
92,741,378 鉄道業他 

66.0 

(10.9)

営業用建物等の賃借 
ＣＭＳ(キャッシュ・マネジメン
ト・システム)による資金の貸付 
役員の兼任等 兼任２名 出向５名 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

49(12) 42.7 13.0 5,237,947



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期のわが国経済は、企業収益の改善と設備投資の増加に支えられて緩やかな回復を続け、個人消費も徐々に拡

大するなど明るい兆しが見え始めたが、なおデフレから完全に脱却するまでには至らず、先行き不透明な要素も残

る中で推移した。 

この間当社は、事業所全般に亘って顧客満足度のより高いサービスを提供するとともに、部門別業績管理の徹底

化を精力的に推進し、集客と収入の確保に努めたが、劇場部門が大幅な減収となったため、売上高は前年同期に比

較して5.2％減の4,366,779千円となった。 

一方、費用の面においては、全社において業績管理を徹底させ、諸経費全般に亘って鋭意節減に努めたが、営業

利益は18.3％減の314,125千円、経常利益は18.1％減の278,659千円となった。さらに、大阪市が施行する「大阪都

市計画事業阿倍野Ａ１地区第２種市街地再開発事業(第５・６工区)」の進捗に伴い、昨年12月に決定された同事業

の管理処分計画に従って新名画ビル土地建物の収用に応じることとしたため、同市から提示を受けた買収額と当社

の同土地建物簿価との差額相当額219,000千円を収用関連損失として特別損失に計上した結果、当期純利益は92.8％

減の11,111千円となった。 

  

① 劇場部門 

(A) 概要 

「スター・ウォーズ エピソード３」「ハリー・ポッターと炎のゴブレット」「宇宙戦争」「Ｍｒ．＆Ｍｒ

ｓ．スミス」「チャーリーとチョコレート工場」「ポケットモンスター」「オペラ座の怪人」「私の頭の中の

消しゴム」「男たちの大和／ＹＡＭＡＴＯ」「四月の雪」などの話題作品を上映して観客誘致に努める一方、

昨年５月に計画的に推進してきたアポロシネマ８座席更新工事(第３期)を施行して全スクリーンの座席更新を

終えたほか、昨年11月にはチケット予約・発売システムを改良更新し、座席指定制の導入、パソコン、携帯電

話(ｉモード、ＥＺｗｅｂ及びボーダフォンライブ！)を利用したインターネット上でのクレジット決済による

チケット発売及びアポロシネマメイト会員を対象とした電話音声対応によるチケット予約等の新規サービスを

開始するなど、顧客サービスの充実と向上を図ったが、前年同期は「ハウルの動く城」「ハリー・ポッターと

アズカバンの囚人」「世界の中心で、愛をさけぶ」など強力な集客力を持つ多くの作品に恵まれたことによる

反動が大きく、この部門の収入合計は前年同期に比較して14.2％減の1,626,184千円となり、営業原価を控除し

た営業総利益は52.9％減の82,573千円となった。 

(B) 営業成績 

劇場 

  

  

区分 単位
第109期

(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

前年同期比(％) 

入場人員 千人 1,076 △12.6 

劇場収入 千円 1,626,184 △14.2 

稼働率 ％ 31.3 ― 

(注) 稼働率＝ 
入場人員 

一日の収容能力(定員×興行回数)×興行日数 



② ビル賃貸部門 

(A) 概要 

テナント入居率の維持向上を図ったほか、アポロビル、ルシアスビルの合同販売促進活動のさらなる一体化

を進めるため、両ビルの新キャラクターを導入し、各種プロモーション活動を活発に展開するなど集客に努力

を傾けた。またアポロビルにおいては、６階から８階までの大型テナント退店跡等に新規テナント５店舗を入

店させるなど、賃貸収入の確保に努めた結果、駐車場収入等ビル付帯事業を含めたこの部門の収入合計は前年

同期に比較して1.2％増の2,031,378千円となり、営業原価を控除した営業総利益は7.2％増の434,799千円とな

った。 

(B) 営業成績 

  

  

  

③ 娯楽場等部門 

(A) 概要 

アポロ４階ゲームセンターが増収となったが、アポロカラオケシアター等での減収があり、この部門の収入

合計は、前年同期に比較して1.0％増の709,216千円となり、営業原価を控除した営業総利益は4.5％減の

120,882千円となった。 

なお、アポロカラオケシアターは、収支改善と効率的な事業所運営のため、本年１月31日限りで営業を廃止

した。 

(B) 営業成績 

  

  

区分 単位
第109期

(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

前年同期比(％) 

不動産賃貸収入 千円 1,715,560 1.9 

不動産付帯収入 千円 315,818 △2.2 

合計 千円 2,031,378 1.2 

不動産賃貸 
稼働率 

アポロビル ％ 95.2 ― 

あべのルシアス ％ 99.3 ― 

合計 ％ 98.0 ― 

(注) 不動産賃貸稼働率＝ 
賃貸面積 

賃貸可能面積 

区分 単位
第109期

(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

前年同期比(％) 

娯楽場収入 千円 683,292 1.3 

その他事業収入 千円 25,924 △7.4 

合計 千円 709,216 1.0 



(2) キャッシュ・フロー 

当期における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、投資活動における固定資産の取得、短期貸付金の

純増等による支出及び財務活動における借入金の返済等による支出が、営業活動による収入を上回ったため、前期

末に比較して179,604千円(36.8％)減少し、当期末には、308,199千円となった。 

また、当期中における各キャッシュ・フローは次のとおりである。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期において営業活動で得られた資金は、448,464千円(前年同期比19.0％減)となった。これは、減価償却費、収

用関連損失及び法人税等の支払等によるものである。なお、税引前当期純利益及び減価償却費の減少に加え、法人

税等の支払が増加したため、営業活動で得られた資金は前年同期に比較して減少している。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当期において投資活動で使用した資金は、440,108千円(前年同期比632.2％増)となった。これは、有形固定資産

の取得による支出及び短期貸付金の純増等によるものである。なお、前年同期に短期貸付金の回収による収入があ

ったため投資活動で使用した資金は前年同期に比較して増加している。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当期において財務活動で使用した資金は、187,961千円(前年同期比56.6％減)となった。これは、長期借入金の返

済及び配当金の支払い等によるものである。なお、当期に短期借入金の増加等があったため、財務活動で使用した

資金は前年同期に比較して減少している。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社は、受注生産形態をとる事業を行っていないため、事業部門ごとに生産規模及び受注規模を金額及び数量で示

す記載をしていない。 

このため、販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業部門の業績に関連付けて記載している。 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済は、本格的な景気回復への確実な足取りが期待される一方、高値が続く原油価格の影響や、税制

改正による公的負担増加の見通しなど個人消費の鈍化につながる懸念材料も見られ、予断を許さない状況が続くもの

と思われる。 

映画興行界では、昨年末現在で全国のスクリーン数が3,000に迫るまでに増加し、とりわけその３分の２を占めるに

至ったシネマコンプレックスの相次ぐ開業により、劇場間の観客獲得競争は激化の一途をたどっている。 

このような状況に対処すべく当社は、映画興行において、アポロシネマ８全スクリーンの場内において、カーペッ

ト張替等による美装工事を施行するとともに、段差部への発光ダイオードによる照明取付工事を実施するなど、より

快適で安全な劇場を目指すとともに、アポロビルにおいても、アポロカラオケシアター跡にアポロゲーム４階ゲーム

センターを増床するなど、収入と集客の確保に努めていく。 

また、大阪市の阿倍野再開発事業進捗に伴い生じる諸問題に機敏に対応するとともに、同市に収用される新名画ビ

ル土地建物の対価補償に代えて取得する大規模再開発ビルＡ２棟内店舗床を有効に活用し、安定的な経営基盤の確立

に全力を傾ける所存である。 

さらに、企業の社会的責任(ＣＳＲ)の重要性の高まりを強く認識し、サービスの充実、顧客等の安全確保はもちろ

んのこと、コンプライアンス、情報開示などの向上に努めるため、社内体制の整備を進めていく。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

(1) 映画興行の成績 

映画興行の成績は、作品による差異が大きく、各作品の興行成績を予想することは常に困難を伴う。仮に一定の

成績に達しない作品が長期にわたり連続した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がある。また、作品だけ

でなく、同業他社の出店等次第で、観客獲得競争が激化する恐れがある。 

(2) 賃貸ビルの稼働状況等 

賃貸ビル市場は、経済変動等により、既存賃貸ビルの賃料低下や空室率の上昇といった問題が生じ、賃料収入が

減少する可能性がある。 

(3) 顧客の安全に係わる事態の発生 

当社は、多数の顧客を収容できる施設において営業を行っているが、それらの施設において、災害、衛生上の問

題など顧客の安全に係わる予期せぬ事態が発生しないという絶対的な保証は存在しない。万一、そのような事態が

発生した場合には、その規模等によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(4) 固定資産の減損会計適用の影響 

今後、当社保有資産において、賃料等の収益や地価の大幅な下落、使用目的の変更等により減損損失等が発生

し、当社の業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(5) 個人情報の管理 

当社では、会員情報、顧客情報、株主情報等多くの個人情報を保有しており、これらの情報の取扱いについて

は、取得、利用、保管等について社内ルールを設け、適正な管理を行い、個人情報漏洩防止に努めている。しかし

ながら、システム上のトラブルによる情報流出や犯罪行為による情報漏洩が起こる可能性が皆無とは断言できず、

万が一この種の事故が発生した場合には、被害者に対する損害賠償や企業イメージ悪化に伴う売上高の減少等が当

社の業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(6) 建築法規の変更 

建築基準法、消防法、その他の法規の改正により、追加的な改修工事や設備投資を余儀なくされる可能性があ

る。 

(7) 東南海・南海地震等の発生 

東南海・南海地震、上町断層地震については、当社の所在する地域において、それぞれ最大で震度５弱、震度６

強を記録するとの災害想定データが公表されている。当社の事業拠点は大阪市阿倍野区１ヵ所に集中していること

から、大規模な地震等の災害が発生した場合、その規模と被災状況によっては、当社の業績に重大な影響を与える

可能性がある。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、大阪市が「あべのルシアス」内に所有する保留床(27,452㎡)を一括賃借し、賃貸・運営管理業務を行うた

め、大阪市との間で「保留床一括賃貸借契約」(賃貸借期間：平成10年12月２日から満20ヵ年 以降３年ごとの自動更

新)を締結している。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記事項なし。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当期の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりである。 

なお、文中における将来に関する事項は、当期末現在において当社が判断したものである。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成している。この財務

諸表の作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与

える見積りを必要とする。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や現状等を勘案し合理的に判断している

が、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合がある。 

(2) 当事業年度の経営成績の分析 

売上高は、ビル賃貸部門で新規テナントの誘致により入居率が向上したが、劇場部門で前期に強力な集客力を持

つ邦画作品に恵まれた反動が大きく、前年同期に比較して5.2％減の4,366,779千円となった。利益面では、劇場部

門での減益により、営業利益で18.3％減の314,125千円、経常利益で18.1％減の278,659千円となり、さらに、大阪

市が施行する阿倍野再開発事業の進捗に伴い、同市へ譲渡する予定である「新名画ビル」の帳簿価額から、提示を

受けた買収額を控除した金額を収用関連損失として特別損失に計上した結果、当期純利益では92.8％減の11,111千

円となった。 

なお、事業別の分析は、「１ 業績等の概要 (1) 業績」に記載のとおりである。 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

映画興行では、大阪市内で新たなシネマコンプレックスが相次いで開業を予定しており、ビル賃貸でも、都心部

を中心に企業業績の回復による事業所拡張の動きが出始めているものの、事業所の統廃合、不採算店舗の閉鎖とい

った動きが依然として活発であり、事業者間の競争は厳しい状況が続いている。 

(4) 戦略的現状と見通し 

当社としては、これらの現状を踏まえて、営業収益確保のため、重要設備であるアポロビル、アポロシネマ８の

改修を確実に進め、お客様満足度の高い商品提供を積極的に推進し、一層の収支改善を図る。 

なお、中長期的な経営戦略について、「３ 対処すべき課題」に記載している。 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

資産は、減価償却や除却に伴う有形固定資産の減少等により、前期末に比較して126,150千円減の7,677,348千円

となった。負債は、80,322千円減の5,906,101千円となり、資本は、前期の利益処分に伴う配当等により、45,827千

円減の1,771,247千円となった。 

また、営業活動によるキャッシュ・フローによる財務的改善を進めており、当期の営業活動で得た448,464千円の

キャッシュの一部により、短期借入金及び長期借入金を併せた借入金総額を127,920千円減らしている。なお、キャ

ッシュ・フローの状況は、「１ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フロー」に記載のとおりである。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期は、アポロシネマ８チケット予約・発売システムの改良更新工事ならびにアポロシネマ８座席更新工事(第３

期)を施行して全スクリーンの座席更新を終えたほか、アポロビル９階屋上防水他改修工事を実施した。 

当期の設備投資額を部門別にみると、劇場部門125,805千円、ビル賃貸部門108,936千円、娯楽場等部門9,686千円で

あり、総額244,428千円であった。 

また、当期において重要な設備の除却、売却等はない。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれていない。 

２ アポロシネマ８の建物の一部(3,255㎡)を賃借しており、年間賃借料は66,924千円である。 

３ あべのルシアスの建物の一部(27,452㎡)を賃借しており、年間賃借料は1,035,392千円である。 

４ 従業員数の［ ］内は外数で臨時従業員数である。 

５ 現在休止中の主要な設備はない。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項なし。 

事業所名 
(所在地) 事業の種類 設備の内容 

帳簿価額(千円)

従業員数
(人) 

建物 
機械及び
設備 
器具備品 

土地
(面積㎡) 

ソフト
ウェア その他 合計 

アポロシネマ８ 
(大阪市阿倍野区) 劇場事業 劇場 595,738 369,890 アポロ

ビル 
959,225
(2,561)

63,220 ―

5,268,782 

19
［11］

アポロビル 
(大阪市阿倍野区) 

ビル賃貸事業 賃貸ビル 1,876,266 1,185,179 762 ― 5

娯楽場等事業 ゲームセンタ
ー他 19,027 6,828 あべの

ルシアス 
52,710
(402)

― ― 1

あべのルシアス 
(大阪市阿倍野区) 全社他 本社事務所他 43,835 94,860 1,166 69 24

アポロシネマ８ 
プラス１ 
(大阪市阿倍野区) 

劇場事業 劇場 12,214 7,313
393,900
(281)

― ―

443,067 

―
［1］

新名画ビル 
(大阪市阿倍野区) ビル賃貸事業 賃貸ビル 23,625 6,013 ― ― ―

その他 
(大阪市阿倍野区) 娯楽場等事業 宝くじ売場 ― 881 ― ― ― 881 ―

計 2,570,707 1,670,967
1,405,836
(3,244)

65,149 69 5,712,730 49
［12］



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 近映興業株式会社との合併(合併比率１：１)に伴うものである。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年１月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年４月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 28,210,000 28,210,000
大阪証券取引所
市場第二部 

― 

計 28,210,000 28,210,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

昭和45年８月１日 7,750 28,210 155,000 564,200 ― 24,155



(4) 【所有者別状況】 

平成18年１月31日現在 

(注) 自己株式178,817株は「個人その他」に89単元を、「単元未満株式の状況」に817株を含めて記載している。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年１月31日現在 

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(近畿日本鉄道株式会社退職給付信託口)名義の株式は、日本マスタートラスト信

託銀行株式会社と三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社との共同受託に基づく退職給付信託で、近畿日本鉄道株式会社の信託財産

である。 

２ 当社は、自己株式178千株(0.63％)を所有しており、上記大株主からは除外している。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数2,000株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 2 1 24 ― ― 2,602 2,629 ―

所有株式数 
(単元) 

― 6,351 6 2,439 ― ― 4,294 13,090 2,030,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 48.52 0.05 18.63 ― ― 32.80 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 
(近畿日本鉄道株式会社退職給
付信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 

  
  

12,700 45.02

近鉄保険サービス株式会社 大阪市天王寺区上本町５―７―12 2,508 8.89

近畿日本鉄道株式会社 大阪市天王寺区上本町６―１―55 1,636 5.80

岸本ビル株式会社 大阪府河内長野市汐の宮町29―７ 251 0.89

株式会社近鉄百貨店 大阪市阿倍野区阿倍野筋１―１―43 172 0.61

近鉄観光株式会社 大阪市天王寺区上之宮町２―14 157 0.56

南 野 顕 夫 大阪府東大阪市吉原１―１―35 110 0.39

大 上   勉 大阪市天王寺区大道１―５―13 62 0.22

南 園 良三郎 奈良県奈良市学園中３―1452 62 0.22

東 野 治 彦 大阪市住吉区遠里小野５―11―５ 60 0.21

計 ― 17,719 62.81



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年１月31日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式817株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年１月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

178,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

26,002,000 
13,001 ― 

単元未満株式 
普通株式 

2,030,000 
― ― 

発行済株式総数 28,210,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 13,001 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社きんえい 

大阪市阿倍野区 
阿倍野筋１―５―１ 

178,000 ― 178,000 0.63

計 ― 178,000 ― 178,000 0.63



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

(1) 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、企業体質の強化及び将来の事業展開等に必要な内部留保を確立しつつ、安定配当を維持継続することを基

本方針としている。 

この方針に基づき、当期の配当については、１株当たり２円の配当を行うことに決定した。 

また、内部留保資金については、経営基盤の強化と事業の拡大を図るため、効率的な設備投資等に充てる所存であ

る。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

最高(円) 385 398 366 373 424

最低(円) 320 315 330 334 350

月別 平成17年８月 ９月 10月 11月 12月 平成18年１月

最高(円) 375 368 370 389 407 424

最低(円) 361 361 365 370 383 390



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 

(代表取締役) 
  山 内 秀 茂 昭和22年10月12日生 

昭和45年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

12 

平成３年１月 同社企画室部長 

平成８年11月 当社企画・開発部長 

平成９年４月 当社取締役 

平成11年４月 当社常務取締役 

平成14年３月 当社専務取締役 

平成15年４月 当社取締役社長(現在) 

常務取締役 

(代表取締役) 

総務部長 

経理部担任 

シネマ事業部 

担任 

綿 谷 典 男 昭和25年５月17日生 

昭和48年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

6 

平成５年11月 近鉄不動産株式会社 

総務本部人事部長 

平成６年11月 当社総務部部長 

平成７年５月 当社総務部長(現在) 

平成11年４月 当社取締役 

平成13年４月 当社常務取締役(現在) 

取締役 技術部長 上 田 輝 幸 昭和28年１月23日生 

昭和52年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

4 

平成９年11月 同社技術研究所主任研究員 

平成12年８月 同社情報システム室部長 

平成12年10月 近鉄情報システム株式会社 

開発部グループマネージャー 

平成12年11月 当社企画・開発部長 

平成13年４月 当社取締役施設部長 

平成16年７月 当社取締役技術部長(現在) 

取締役 シネマ事業部長 向   秀 明 昭和26年１月17日生 

昭和48年４月 当社入社 

2 

平成10年５月 当社企画・開発部長 

平成11年１月 当社企画・開発部長、 

シネマ事業部長 

平成11年３月 当社遊飲事業部長、 

シネマ事業部長 

平成12年11月 当社経理部長、遊飲事業部長 

平成15年４月 当社取締役シネマ事業部長(現在) 

取締役 

企画部長 

ビル企画部担任 

アポロ事業部 

担任 

ルシアス事業部 

担任 

横 山 龍 治 昭和27年１月21日生 

昭和50年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

4 

平成７年11月 近鉄興業株式会社企画部長 

平成10年６月 同社営業部部長 

平成11年８月 同社総務部部長 

平成12年11月 株式会社大阪近鉄バファローズ 

営業部長 

平成14年11月 当社企画・開発部長 

平成15年４月 当社取締役 

平成15年４月 株式会社アポロサービス 

代表取締役 

平成16年７月 当社取締役企画部長(現在) 

取締役   小 林 哲 也 昭和18年11月27日生 

昭和43年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

10 平成17年６月 同社専務取締役(現在) 

平成18年４月 当社取締役(現在) 



  

(注) １ 取締役小林哲也は、商法188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役である。 

２ 常任監査役小田達郎、監査役網本浩幸及び監査役松下育夫は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第

18条第１項に定める社外監査役である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常任監査役 

(常勤) 
  小 田 達 郎 昭和24年２月12日生

昭和47年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

2

平成８年11月 同社都市開発局技術部長 

平成12年11月 同社開発事業本部技術部長 

平成13年12月 同社監査役室部長 

平成16年４月 当社常任監査役(常勤)(現在) 

監査役   網 本 浩 幸 昭和17年12月11日生

昭和46年４月 弁護士登録(大阪弁護士会) 

4

昭和46年４月 佐藤武夫法律事務所入所 

昭和47年９月 当社法律顧問(現在) 

昭和50年１月 佐藤武夫法律事務所を網本浩幸 

法律事務所(現アイマン総合法律 

事務所)に改称(代表)(現在) 

平成６年４月 大阪弁護士会副会長 

平成７年３月 同上退任 

平成16年４月 当社監査役(現在) 

監査役   松 下 育 夫 昭和24年７月25日生

昭和47年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

4平成17年６月 同社常務取締役(現在) 

平成18年４月 当社監査役(現在) 

計 48



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、継続的に企業価値を向上させるためには、コーポレート・ガバナンスの強化が必要であると認識してお

り、法令・企業倫理の遵守、経営の意思決定の迅速化、経営の監督機能の強化及び経営の透明性の確保を重要な課題

と考えている。 

(1) 会社の機関及び内部統制システムの整備の状況 

当社の取締役会は、経営上の意思決定を機動的に行うため、取締役６名の少人数で構成しているが、そのうち１

名は社外取締役であり、幅広い見地から示される意見を経営に反映させるとともに、経営監督機能の強化に取り組

んでいる。 

このほか、常勤の取締役及び監査役で構成される常務役員会において重要な案件を審議しており、さらに常勤の

取締役、監査役及び部長で構成される連絡会議において情報の共有化を進めている。 

また、当社の監査役会は監査役３名で構成しているが、そのうち２名(提出日現在では３名)は社外監査役であ

り、監査役の半数以上を社外監査役で占める体制を既に実現し、監査の厳正、充実を図っている。監査役会は年６

回以上開催しており、常勤監査役は内部監査部門である監査部による監査報告会に出席するほか、随時監査結果の

報告を受けるなど監査部との連携に努めている。また、会計監査人とは定期的に開催される監査報告会のほか、必

要に応じて随時意見交換の場を設けることとしている。 

内部統制面においては、内部監査機関として監査部(所属人員３名、うち２名は兼任)を設置し、年間の監査計画

に基づき、業務全般を対象とした内部監査を実施するとともに、必要に応じて被監査部門に助言、指導を行い、監

査結果を代表取締役社長及び常務役員会に報告している。 

会計監査人による監査については、監査法人トーマツに依頼しており、業務執行した公認会計士は指定社員髙木

將雄(継続監査年数４年)、多田滋和(同４年)の２名であり、公認会計士７名及び会計士補５名が監査業務の補助者

となっている。 

(2) リスク管理体制の整備の状況 

リスクを含む重要な案件については、必要に応じて取締役会または常務役員会において審議を行っている。さら

に、安全に関わる事項、法令・企業倫理の遵守に関する事項など特に重要と判断したリスクの管理については、全

体のリスク管理体制に加えて、マニュアルの制定など個別の管理体制も整備している。このほか、監査部が、内部

監査において各部のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役社長及び常務役員会に報告している。 

また、法令・企業倫理に則った企業行動を推進するため、具体的指標となる「きんえい倫理規定」を制定し、本

年４月に社内に「法令倫理委員会」を設置するとともに、各部に「法令倫理責任者」「法令倫理担当者」を置くほ

か、「法令倫理相談制度」を導入している。 

(3) 役員報酬の内容 

当期中に取締役及び監査役に支払った報酬の額は、取締役には33,746千円(うち社外取締役960千円)、監査役には

12,967千円(うち社外監査役12,727千円)、合計46,713千円である。 

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定される業務に基づく監査法人トーマツに対する報酬の額

(消費税等控除後)は15,000千円であり、同法第２条第１項に規定される業務以外の報酬はない。 

(5) 社外取締役及び社外監査役との利害関係の概要 

当社の社外取締役山口昌紀が代表取締役社長を務める近畿日本鉄道株式会社(監査役上野裕彦は同社の従業員)

は、当社の親会社であり、当社に対して営業施設を賃貸しており、当社は近鉄グループの資金有効活用のために同

社へ余剰資金の貸付を行っているが、これらの取引は会社間での定型的な取引である。また、社外監査役と当社と

の利害関係はない。なお、平成18年４月27日、社外取締役山口昌紀、監査役上野裕彦は退任し、新たに社外取締役

に小林哲也、社外監査役に松下育夫が就任した。 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日

内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第108期事業年度(平成16年２月１日から平成17年１月31日まで)

及び第109期事業年度(平成17年２月１日から平成18年１月31日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツの監査を

受けている。 

  

３ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成していない。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりである。 

※ 会社間項目の消去後の数値により算出している。 

資産基準 0.2％

売上高基準 0.0％

利益基準 0.9％

利益剰余金基準 0.1％



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
第108期

(平成17年１月31日) 
第109期 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  487,804 308,199  

２ 売掛金  104,910 102,428  

３ 商品  4,801 4,174  

４ 前払費用  23,978 24,154  

５ 繰延税金資産  ― 72,963  

６ 短期貸付金 ※３  ― 137,092  

７ 未収入金 ※３  805 7,268  

８ その他  27,488 32,778  

流動資産合計  649,789 8.3 689,060 9.0

      

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物 ※２  2,702,096 2,570,707  

２ 機械及び設備 ※２  1,706,109 1,568,688  

３ 車両及び運搬具  69 69  

４ 器具備品  82,079 102,278  

５ 土地 ※２  1,405,836 1,405,836  

有形固定資産合計  5,896,191 5,647,580  

(2) 無形固定資産     

１ ソフトウェア  15,250 65,149  

２ 電話加入権  1,066 1,066  

無形固定資産合計  16,317 66,216  

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  14,341 24,615  

２ 関係会社株式  10,000 10,000  

３ 従業員長期貸付金  133 ―  

４ 破産更生債権等  ― 4,986  

５ 差入保証金  1,206,600 1,227,100  

６ その他  10,124 12,775  

７ 貸倒引当金  ― △4,986  

投資その他の資産合計  1,241,199 1,274,490  

固定資産合計  7,153,708 91.7 6,988,287 91.0

資産合計  7,803,498 100.0 7,677,348 100.0

      



  

  
第108期

(平成17年１月31日) 
第109期 

(平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  180,725 175,468  

２ 短期借入金  50,000 150,000  

３ １年以内に返済予定の 
長期借入金 

 617,920 237,920  

４ 未払金 ※３  260,286 180,535  

５ 設備関係未払金  55,513 57,344  

６ 未払費用 ※３  26,879 243,767  

７ 未払法人税等  118,800 94,102  

８ 繰延税金負債  10,414 ―  

９ 預り金  141,839 125,538  

10 前受収益  135,486 159,408  

11 賞与引当金  14,000 13,000  

流動負債合計  1,611,867 20.6 1,437,085 18.7

      

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  1,931,780 2,083,860  

２ 繰延税金負債  295,848 269,561  

３ 退職給付引当金  173,414 147,485  

４ 役員退職慰労引当金  10,530 5,630  

５ 受入保証金 ※３  1,962,983 1,962,478  

固定負債合計  4,374,557 56.1 4,469,015 58.2

負債合計  5,986,424 76.7 5,906,101 76.9

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※４  564,200 7.2 564,200 7.4

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 24,155 24,155    

資本剰余金合計  24,155 0.3 24,155 0.3

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 120,197 120,197    

２ 任意積立金     

 固定資産圧縮積立金 637,846 584,051    

 別途積立金 ― 200,000    

３ 当期未処分利益 527,669 333,492    

利益剰余金合計  1,285,713 16.5 1,237,741 16.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

 2,414 0.0 8,517 0.1

Ⅴ 自己株式 ※５  △59,409 △0.7 △63,367 △0.8

資本合計  1,817,074 23.3 1,771,247 23.1

負債・資本合計  7,803,498 100.0 7,677,348 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
第108期

(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期 
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

１ 劇場収入 1,895,515 1,626,184   

２ ビル賃貸収入 2,006,694 2,031,378   

３ 娯楽場等収入 702,328 4,604,538 100.0 709,216 4,366,779 100.0

Ⅱ 営業原価    

１ 劇場原価 1,720,307 1,543,611   

２ ビル賃貸原価 1,601,258 1,596,579   

３ 娯楽場等原価 575,788 3,897,354 84.6 588,334 3,728,524 85.4

営業総利益  707,184 15.4 638,254 14.6

Ⅲ 一般管理費    

１ 役員報酬 48,443 46,713   

２ 賞与 23,772 21,629   

３ 賞与引当金繰入額 5,008 4,822   

４ 従業員給料手当 124,079 126,967   

５ 役員退職慰労金 200 800   

６ 退職給付費用 7,764 5,301   

７ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

2,360 2,060   

８ 福利厚生費 30,002 28,976   

９ 旅費交通費 1,828 1,208   

10 交際費 2,198 1,457   

11 広告費 1,998 132   

12 租税公課 4,271 8,803   

13 水道光熱費 1,124 941   

14 通信運搬費 2,468 2,443   

15 消耗品費 1,277 2,566   

16 保険料 1,391 1,193   

17 図書印刷費 3,653 3,515   

18 減価償却費 13,905 13,311   

19 雑費 46,901 322,650 7.0 51,282 324,129 7.4

営業利益  384,533 8.4 314,125 7.2



  

  

  
第108期

(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期 
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 1,600 737   

２ 受取配当金 115 160   

３ 商店会会費返還金 ― 3,503   

４ 雑収入 853 2,569 0.0 2,322 6,724 0.2

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 46,931 42,066   

２ 雑支出 48 46,979 1.0 123 42,189 1.0

経常利益  340,123 7.4 278,659 6.4

Ⅵ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※２ 72,229 59,383   

２ 収用関連損失 ※３ ― 72,229 1.6 219,000 278,383 6.4

税引前当期純利益  267,894 5.8 276 0.0

法人税、住民税 
及び事業税 

149,000 103,000   

法人税等調整額 △35,070 113,929 2.5 △113,835 △10,835 △0.3

当期純利益  153,964 3.3 11,111 0.3

前期繰越利益  373,705 322,380 

当期未処分利益  527,669 333,492 

     



営業原価明細書 

  

  

    
第108期

(平成16年２月１日から平成17年１月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

劇場 
(千円) 

ビル賃貸
(千円) 

娯楽場等
(千円) 

計 
(千円) 

構成比
(％) 

１ フィルム料他   1,044,586 ― 470,852 1,515,439 38.9

２ 人件費   194,629 99,633 4,789 299,052 7.7

３ 減価償却費   141,818 229,085 41,675 412,579 10.6

４ 租税公課   20,390 61,009 9,254 90,655 2.3

５ 広告宣伝費   69,155 56,521 1,082 126,759 3.2

６ 不動産賃借料   73,130 1,004,780 ― 1,077,910 27.7

７ その他の営業経費   176,595 150,228 48,133 374,957 9.6

計   1,720,307 1,601,258 575,788 3,897,354 100.0

    
第109期

(平成17年２月１日から平成18年１月31日まで) 

区分 
注記 
番号 

劇場 
(千円) 

ビル賃貸
(千円) 

娯楽場等
(千円) 

計 
(千円) 

構成比
(％) 

１ フィルム料他   893,799 ― 485,427 1,379,227 37.0

２ 人件費   181,610 71,596 4,745 257,953 6.9

３ 減価償却費   134,859 216,463 39,130 390,453 10.5

４ 租税公課   19,512 60,526 9,197 89,235 2.4

５ 広告宣伝費   69,804 55,813 830 126,448 3.4

６ 不動産賃借料   66,924 1,035,392 ― 1,102,316 29.5

７ その他の営業経費   177,099 156,786 49,003 382,888 10.3

計   1,543,611 1,596,579 588,334 3,728,524 100.0



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
第108期

(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期 
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  267,894 276 

減価償却費  426,485 403,765 

退職給付引当金の減少額  △40,817 △25,928 

役員退職慰労引当金の増減額  1,800 △4,900 

受取利息及び受取配当金  △1,716 △898 

支払利息  46,931 42,066 

有形固定資産除却損  72,229 48,767 

収用関連損失  ― 219,000 

売上債権の増減額  △22,478 2,622 

その他流動資産の増減額  10,447 △12,454 

仕入債務の増減額  30,888 △5,256 

その他流動負債の減少額  △73,120 △54,056 

その他  △9,426 9,093 

小計  709,115 622,095 

利息及び配当金の受取額  1,765 1,284 

利息の支払額  △47,056 △42,716 

法人税等の支払額  △110,194 △132,197 

営業活動によるキャッシュ・フロー  553,629 448,464 

     

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △67,733 △224,538 

無形固定資産の取得による支出  ― △18,145 

短期貸付金の純増減額  184,628 △137,092 

差入保証金の返還による収入  8,000 ― 

差入保証金の差入による支出  ― △20,500 

受入保証金の純減少額  △176,681 △6,620 

その他  △8,316 △33,210 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △60,103 △440,108 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △100,000 100,000 

長期借入金の借入による収入  350,000 400,000 

長期借入金の返済による支出  △617,920 △627,920 

配当金の支払額  △56,134 △56,083 

その他  △8,917 △3,957 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △432,971 △187,961 

     

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  60,554 △179,604 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  427,249 487,804 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  487,804 308,199 
     



④ 【利益処分計算書】 

  

  

  
第108期

株主総会承認日 
(平成17年４月27日) 

第109期 
株主総会承認日 
(平成18年４月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 527,669 333,492

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 固定資産圧縮積立金 
  取崩額 

53,794 53,794 59,516 59,516

合計 581,464 393,008

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金 56,083 56,062  

２ 役員賞与金 3,000 ―  

(うち監査役賞与金) (600) (―)  

３ 任意積立金  

   別途積立金 200,000 259,083 ― 56,062

Ⅳ 次期繰越利益 322,380 336,946

   



重要な会計方針 

  

項目 
第108期

(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期 
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

   移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく

時価法 

    (評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

      

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

   先入先出法による原価法 

(1) 商品 

同左 

      

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

   定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

    建物       19～41年 

    機械及び設備   ８～17年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

   ソフトウェア 

    利用可能期間(５年)に基づく

定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

      

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与に

充てるため、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上してい

る。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

に基づき計上している。 

(3) 退職給付引当金 

同左 



  

  

項目 
第108期

(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期 
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

  (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上している。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

      

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、特例

処理の要件を充たしており、特例

処理を採用している。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金の利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

   当社の社内管理規程に基づき、

金利変動リスクを回避する目的で

行っている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   リスク管理方針に従って、以下

の条件を充たす金利スワップを締

結している。 

  Ⅰ 金利スワップの想定元本と長

期借入金の元本金額が一致して

いる。 

  Ⅱ 金利スワップと長期借入金の

契約期間及び満期が一致してい

る。 

  Ⅲ 長期借入金の変動金利のイン

デックスと金利スワップで受払

いされる変動金利のインデック

スが一致している。 

  Ⅳ 長期借入金と金利スワップの

金利改定条件が一致している。 

  Ⅴ 金利スワップの受払い条件が

スワップ期間を通して一定であ

る。 

   従って、金利スワップの特例処

理の要件を充たしているので決算

日における有効性の評価を省略し

ている。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

      

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなってい

る。 

同左 

      

７ 消費税等の会計処理  税抜方式によっている。 同左 

  



表示方法の変更 

  

  

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第108期 
(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

――― (キャッシュ・フロー計算書) 

 前期まで投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示していた「無形固定資産の取得による

支出」は重要性が増加したため区分掲記している。 

 なお、前期における「無形固定資産の取得による支

出」は350千円である。 

第108期 
(平成17年１月31日) 

第109期
(平成18年１月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 6,256,759千円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 6,441,621千円

    

※２ 有形固定資産のうち 

   建物1,909,668千円、機械及び設備1,207,171千円

及び土地 959,225 千 円は、設備資金等借入金

1,599,700千円(長期借入金1,381,780千円、１年以

内に返済予定の長期借入金217,920千円)の担保に供

している。 

※２ 有形固定資産のうち 

   建物1,826,588千円、機械及び設備1,144,780千円

及び土地 959,225 千円は、設備資金等借入金

1,381,780千円(長期借入金1,163,860千円、１年以

内に返済予定の長期借入金217,920千円)の担保に供

している。 

    

※３ 関係会社に係る債権及び債務は次のとおりであ

る。 

未収入金 665千円

未払金 11,389 

未払費用 3,862 

受入保証金 48,957 

※３ 関係会社に係る債権及び債務は次のとおりであ

る。 

短期貸付金 137,092千円

未収入金 279 

未払金 12,212 

未払費用 3,869 

    

※４ 授権株式数     普通株式 80,000千株

   発行済株式総数   普通株式 28,210千株

※４ 授権株式数     普通株式 80,000千株

   発行済株式総数   普通株式 28,210千株

    

※５ 自己株式の保有数  普通株式 168千株 ※５ 自己株式の保有数  普通株式 178千株

    

 ６ 商法施行規則第124条第３号の規定により、配当

に充当することが制限されている金額は、2,414千

円である。 

 ６ 商法施行規則第124条第３号の規定により、配当

に充当することが制限されている金額は、8,517千

円である。 



(損益計算書関係) 

  

  

第108期 
(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりである。 

受取利息 1,588千円

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりである。 

受取利息 733千円

    

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。 

建物 39,584千円

機械及び設備 13,781 

器具備品 3,943 

工事除却 14,919 

計 72,229 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。 

建物 9,199千円

機械及び設備 8,986 

器具備品 10,470 

ソフトウェア 10,616 

工事除却 20,111 

計 59,383 

    

※３         ――― ※３ 収用関連損失は、収用対象となる固定資産の帳簿

価額から、提示を受けた買収額を控除した金額であ

る。 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

第108期 
(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年１月31日現在)

現金及び預金勘定 487,804千円

現金及び現金同等物 487,804 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成18年１月31日現在)

現金及び預金勘定 308,199千円

現金及び現金同等物 308,199 

第108期 
(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

該当事項はない。 同左 



(有価証券関係) 

第108期(平成17年１月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

２ 時価評価されていない有価証券 
  

  

第109期(平成18年１月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  

２ 時価評価されていない有価証券 
  

  

種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの 

 

 株式 10,276 14,341 4,065

貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの 

 

 株式 ― ― ―

合計 10,276 14,341 4,065

  貸借対照表計上額(千円) 

子会社株式  

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 10,000

種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの 

 

 株式 10,276 24,615 14,338

貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの 

 

 株式 ― ― ―

合計 10,276 24,615 14,338

  貸借対照表計上額(千円) 

子会社株式  

 非上場株式 10,000



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

  

  

第108期 
(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

(1) 取引の内容 

  当社は、変動金利の借入金の資金調達を固定金利の

資金調達に換えるため、金利スワップ取引を行ってい

る。 

(1) 取引の内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  金利スワップ取引は、調達した資金の範囲内で利用

しており、投機目的のためのデリバティブ取引は行わ

ない方針である。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

  金利スワップ取引は、将来の金利変動リスクの回避

を目的としている。 

  なお、ヘッジ有効性評価の方法等については、「重

要な会計方針」に記載している。 

(3) 取引の利用目的 

同左 

(4) 取引に係るリスクの内容 

  利用している金利スワップ取引は、市場金利の変動

リスクを効果的に減殺しており、また、当該取引の相

手先は、信用度の高い国内の銀行であるため信用リス

クはないものと考えられる。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理は、社内管理規程

に従い、常務役員会の承認を得たうえで経理部で行っ

ている。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

第108期 
(平成17年１月31日) 

第109期
(平成18年１月31日) 

 該当事項はない。 

 なお、当社は金利スワップ取引を行っているが、ヘッ

ジ会計を適用しているので注記の対象から除いている。 

同左 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職一時金制度を採用している。また、中小企業退職金共済制度に加入している。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

(注) 勤務費用には、親会社からの出向者に対する当社負担分を含めている。 

  

  
第108期

(平成17年１月31日) 
第109期 

(平成18年１月31日) 

(1) 退職給付債務 △187,247千円 △164,524千円 

(2) 中小企業退職金共済制度給付見込額 13,832 17,038 

(3) 退職給付引当金(1)＋(2) △173,414 △147,485 

  
第108期

(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期 
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

退職給付費用 16,073千円 10,642千円

(1) 勤務費用 12,287 6,872 

(2) その他 
  (中小企業退職金共済制度掛金拠出額) 

3,785 3,770 



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

第108期 
(平成17年１月31日) 

第109期
(平成18年１月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

 退職給付引当金 64,576千円

 その他 30,011

繰延税金資産計 94,588

   

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 399,200

 その他 1,650

繰延税金負債計 400,850

   

繰延税金負債の純額 306,262

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 ① 流動の部 

繰延税金資産   

収用関連損失 88,914千円

その他 18,323  

繰延税金資産計 107,237  

  

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 34,274  

繰延税金負債計 34,274  

  

繰延税金資産の純額 72,963  

   ② 固定の部 

繰延税金資産   

退職給付引当金 56,964千円

その他 3,542  

繰延税金資産計 60,507  

  

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 324,246  

その他有価証券評価差額金 5,821  

繰延税金負債計 330,068  

  

繰延税金負債の純額 269,561  

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るので記載を省略する。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

385.1  

情報通信機器等特別税額控除 △4,084.6  

その他 △261.5  

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

△3,920.4  

第108期 
(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

関連会社を有していないため、該当事項はない。 同左 



【関連当事者との取引】 

第108期(平成16年２月１日から平成17年１月31日まで) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ※１ 不動産の賃貸については、近隣の取引実勢並びに当社の諸費用を勘案し、所定金額を決定している。 

  ※２ 同社より提示された見積りをもとに市中価額を勘案の上、交渉により決定している。 

  ※３ 貸付金利息は市場金利を勘案して合理的に決定している。 

２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

３ ※４ 議決権等の被所有割合の直接には、退職給付信託口を含んでいる。 

  

(2) 子会社等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ※ 同社より提示された見積りをもとに市中価額を勘案の上、交渉により決定している。 

２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

属性 
会社等の名称 
(住所) 

資本金 
(千円) 

事業の内容
議決権等の
被所有割合 
(％) 

関係内容 

役員の兼任等
(人) 

事業上の関係 

親会社 
近畿日本鉄道 
株式会社 
(大阪市天王寺区) 

92,741,378 鉄道業他
直接 55.3

※４ 
間接 11.1 

兼任 ２
出向 ５ 

当社建物の賃貸
営業用建物等の
賃借 

取引の内容 
取引金額
(千円) 

科目
期末残高 
(千円) 

(営業取引)    

不動産賃貸他 ※１ 16,926  

    未払金 10,337

不動産賃借他 ※２ 211,451 未払費用 3,862

    受入保証金 48,957

(営業取引以外の取引)  

資金の貸付 ※３ 2,127,323 短期貸付金 ―

貸付金利息 ※３ 1,588 未収入金 665

属性 
会社等の名称 
(住所) 

資本金 
(千円) 

事業の内容
議決権等の
所有割合 
(％) 

関係内容 

役員の兼任等
(人) 

事業上の関係 

子会社 
株式会社 
アポロサービス 
(大阪市阿倍野区) 

10,000 
飲食店の営業
運営管理 

直接 100 兼任 ４
当社娯楽場等事
業の営業委嘱 

取引の内容 
取引金額
(千円) 

科目
期末残高 
(千円) 

業務委嘱 ※ 16,385 未払金 1,052



第109期(平成17年２月１日から平成18年１月31日まで) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ※１ 不動産の賃貸については、近隣の取引実勢並びに当社の諸費用を勘案し、所定金額を決定している。 

  ※２ 同社より提示された見積りをもとに市中価額を勘案の上、交渉により決定している。 

  ※３ 資金の貸付については、ＣＭＳ(キャッシュ・マネジメント・システム)にかかるものであり、貸付金利息は市場金

利を勘案して合理的に決定している。また取引金額は、従来、取引の発生総額を記載していたが、当期より平均貸付

残高を記載している。なお、前期における平均貸付残高は264,076千円である。 

２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

３ ※４ 議決権等の被所有割合の直接には、退職給付信託口を含んでいる。 

  

(2) 子会社等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  ※ 同社より提示された見積りをもとに市中価額を勘案の上、交渉により決定している。 

２ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

３ 上記子会社は平成18年１月31日に解散し、現在、清算手続き中である。 

  

属性 
会社等の名称 
(住所) 

資本金 
(千円) 

事業の内容
議決権等の
被所有割合 
(％) 

関係内容 

役員の兼任等
(人) 

事業上の関係 

親会社 
近畿日本鉄道 
株式会社 
(大阪市天王寺区) 

92,741,378 鉄道業他
直接 55.1

※４ 
間接 10.9 

兼任 ２
出向 ５ 

当社建物の賃貸
営業用建物等の
賃借 

取引の内容 
取引金額
(千円) 

科目
期末残高 
(千円) 

(営業取引)    

不動産賃貸 ※１ 4,231  

    未払金 10,964

不動産賃借他 ※２ 212,880 未払費用 3,869

(営業取引以外の取引)  

資金の貸付 ※３ 122,234 短期貸付金 137,092

貸付金利息 ※３ 733 未収入金 279

属性 
会社等の名称 
(住所) 

資本金 
(千円) 

事業の内容
議決権等の
所有割合 
(％) 

関係内容 

役員の兼任等
(人) 

事業上の関係 

子会社 
株式会社 
アポロサービス 
(大阪市阿倍野区) 

10,000 
飲食店の営業
運営管理 

直接 100 兼任 １
当社娯楽場等事
業の営業委嘱 

取引の内容 
取引金額
(千円) 

科目
期末残高 
(千円) 

業務委嘱 ※ 17,227 未払金 1,248



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 
  

  

第108期 
(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

１株当たり純資産額 64.69円 １株当たり純資産額 63.19円

１株当たり当期純利益 5.38円 １株当たり当期純利益 0.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
第108期

(平成16年２月１日から 
平成17年１月31日まで) 

第109期 
(平成17年２月１日から 
平成18年１月31日まで) 

当期純利益(千円) 153,964 11,111

普通株主に帰属しない金額(千円) 3,000 ―

(うち利益処分による役員 
賞与金(千円)) 

(3,000) (―)

普通株式に係る当期純利益(千円) 150,964 11,111

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,058 28,035



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の百分の一に満たないため財務諸表等規則第121条の規定により省略する。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは次のとおりである。 

２ 当期減少額の主なものは次のとおりである。 

  

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額

(千円) 
当期末残高

(千円) 

当期末減価

償却累計額又は

償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
(千円) 

差引 
当期末残高 
(千円) 

有形固定資産           

 建物 5,697,994 54,500 31,920 5,720,575 3,149,867 176,691 2,570,707

 機械及び設備 4,550,537 63,777 45,669 4,568,645 2,999,956 192,212 1,568,688

 車両及び運搬具 1,380 ― ― 1,380 1,311 ― 69

 器具備品 497,201 59,753 164,191 392,763 290,484 28,981 102,278

 土地 1,405,836 ― ― 1,405,836 ― ― 1,405,836

有形固定資産計 12,152,951 178,032 241,781 12,089,201 6,441,621 397,885 5,647,580

無形固定資産           

 ソフトウェア 37,592 66,395 25,046 78,942 13,792 5,880 65,149

 電話加入権 1,066 ― ― 1,066 ― ― 1,066

無形固定資産計 38,659 66,395 25,046 80,008 13,792 5,880 66,216

ソフトウェア…アポロシネマ８チケット予約・発売システム等改良更新 65,861千円

器具備品…アポロシネマ８チケット予約・発売システム等改良更新に伴

う除却 
140,213千円



【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 金利スワップ取引を行った借入金については、金利スワップ後の固定金利を適用して記載している。 

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年以内における返済予定額は以下のとおりである。

  

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 50,000 150,000 0.87 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 617,920 237,920 1.64 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。) 

1,931,780 2,083,860 1.67 平成19年～28年 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

計 2,599,700 2,471,780 1.62 ― 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 237,920 868,920 420,920 360,920



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は、178,817株である。 

２ 当期増加額及び当期減少額は、前期利益処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 564,200 ― ― 564,200

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注)１ (千株) (28,210) (―) (―) (28,210)

普通株式 (千円) 564,200 ― ― 564,200

計 (千株) (28,210) (―) (―) (28,210)

計 (千円) 564,200 ― ― 564,200

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金)     

 株式払込剰余金 (千円) 7,748 ― ― 7,748

 再評価積立金 (千円) 16,407 ― ― 16,407

計 (千円) 24,155 ― ― 24,155

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (千円) 120,197 ― ― 120,197

(任意積立金)     

 固定資産 
 圧縮積立金(注)２ 

(千円) 637,846 ― 53,794 584,051

 別途積立金(注)２ (千円) ― 200,000 ― 200,000

計 (千円) 758,043 200,000 53,794 904,248

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 ― 4,986 ― ― 4,986

賞与引当金 14,000 13,000 14,000 ― 13,000

役員退職慰労引当金 10,530 2,060 6,960 ― 5,630



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 売掛金 

  

  

(売掛金の発生及び回収並びに滞留状況) 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれている。 

  

区分 金額(千円)

現金 19,337

預金の種類  

 普通預金 22,228

 当座預金 266,633

小計 288,862

合計 308,199

相手先 金額(千円)

ルシアス管理組合 30,650

㈱セガ 14,195

㈱メイジャー 12,390

ワーナーエンターテイメントジャパン㈱ 5,683

東映㈱ 5,265

その他(東宝㈱ 他) 34,244

計 102,428

前期繰越高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

104,910 4,585,118 4,587,600 102,428 97.8 8.3



③ 商品 

  

  

④ 差入保証金 

  

  

⑤ 買掛金 

  

  

⑥ 受入保証金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

  

摘要 金額(千円)

劇場売店商品 3,939

飲食店商品 235

計 4,174

摘要 金額(千円)

あべのルシアス敷金(大阪市) 1,227,100

計 1,227,100

相手先 金額(千円)

ワーナーエンターテイメントジャパン㈱ 30,640

㈱セガ 26,071

東宝㈱ 22,341

ウォルト・ディズニー・ジャパン㈱ 15,272

松竹㈱ 13,330

その他(東宝東和㈱ 他) 67,812

計 175,468

摘要 金額(千円)

あべのルシアス入居保証金等(東急不動産㈱他  83店) 1,344,707

アポロビル店舗入居保証金等(㈱ＮＯＶＡ他   61店) 617,771

計 1,962,478



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 当社の決算公告は、定款紙による決算公告に代わる措置として、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を開示

している。 

  なお、ホームページのアドレスは次のとおりである。 

  http://www.kin-ei.co.jp 

２ 株主招待券発行基準 

  割当、発行方法 

１月末日現在の株主………５月～10月分を４月末 

７月末日現在の株主………11月～翌年４月分を10月末 

にそれぞれ発送する。 

決算期 １月31日

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月31日

株券の種類 
10,000株券、2,000株券、1,000株券、500株券、100株券および100株未満の株式数を
表示した株券 

中間配当基準日 ７月31日

１単元の株式数 2,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 大阪市中央区北浜二丁目４番６号(〒 541-8583)

  代理人 ㈱だいこう証券ビジネス

  取次所 同社各支社 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 大阪市中央区北浜二丁目４番６号(〒 541-8583)

  代理人 ㈱だいこう証券ビジネス

  取次所 同社各支社 

  買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 大阪市において発行する産經新聞(注)１

株主に対する特典 (注)２ 

所有株式数 発行枚数

   750株以上 毎月 １枚

 1,500 〃 〃 ２〃

 3,000 〃 〃 ４〃

 4,500 〃 〃 ６〃

 7,500 〃 〃 10〃

10,500 〃 〃 14〃



３ 当社は、平成17年12月19日開催の取締役会において、名義書換代理人変更を決議し、平成18年４月28日より次のとおりと

なる。 

 (1) 株式の名義書換え 

 (2) 単元未満株式の買取り 

  ※ なお、名義書換手数料、新株交付手数料及び単元未満株式の買取手数料については変更はない。 

  

  

① 取扱場所 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

② 代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

③ 取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

① 取扱場所 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

② 代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

③ 取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である近畿日本鉄道株式会社は、継続開示会社であり東京証券取引所、大阪証券取引所及び名古屋

証券取引所の各市場第一部に上場している。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象の発生)に基づく臨時報告書である。 

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

前事業年度 
(第108期) 

自 平成16年２月１日
至 平成17年１月31日

  
平成17年４月27日 
近畿財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第109期中) 
  

自 平成17年２月１日
至 平成17年７月31日

  
  
平成17年10月７日 
近畿財務局長に提出。 

(3)  臨時報告書       
  
平成17年12月19日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



独立監査人の監査報告書 

  

株式会社きんえい 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社きんえいの平成16年２月１日から平成17年１月31日までの第108期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社きんえいの平成17年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年４月27日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

代表社員
関与社員

  公認会計士  髙  木  將  雄  ㊞ 

関与社員   公認会計士  多  田  滋  和  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の監査報告書 

  

株式会社きんえい 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社きんえいの平成17年２月１日から平成18年１月31日までの第109期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社きんえいの平成18年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成18年４月27日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  髙  木  將  雄  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  多  田  滋  和  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 
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